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仙台市は，人口約105万人を有する東北地方最大の都市です。1601年伊達政宗公によって雄藩の城下

町として開かれ，「東北地方における経済，行政の中枢都市」として発展しました。「杜の都」と呼ばれる自
然環境，「学都」と呼ばれる高度な研究開発機能，そして力強い市民活動の広がりを持ち，将来にわたり良
好で美しい環境や活力を持続できる都市モデルを提案し続けています。

人口 約105万人

世帯数 約47万世帯

面積 785.85k㎡

自然 市街地から奥羽山麓まで市域面積

約6割が緑に覆われた「杜の都」

気候 真夏日、真冬日ともに極めて

少なく恵まれた住みよい気候

仙台市の概要
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年間観光客数1,626万人
（平成23年度）

全国から観光客を集める夏
の「仙台七夕まつり」を始め，
伝統的な春の「仙台・青葉まつ
り」，市民の活動から始まり新
たなイベントとして定着した秋
の「定禅寺ストリートジャズフェ
スティバル」，冬の「SENDAI
光のページェント」など，季節
ごとの祭りがあります。

仙台七夕まつり仙台・青葉まつり 定禅寺ストリートジャズ
フェスティバル

SENDAI光の

ページェント
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13.5％58.2万人432.7万人従業者数

10.3％48,667事業所470,282事業所事業所数

5.9％9,632億円16兆3,479億円製造品出荷額等

30.4％8兆1,912億円26兆9,435億円年間商品販売額

13.0％4兆691億円31兆2,944億円GDP

11.2％104.6万人933.5万人人口

東北における割合仙台東北

仙台市は，周辺を加えた都市圏人口で150万人規模を擁する，東北経済圏の中心として，GDPや年間商
品販売額などにおいて高い割合を占めています。 「サービス業」 や「卸売・小売業」を中心とした商都として，

産業もさまざまな業種からバランスよく構成されています。

仙台市の経済

更なる発展の可能性

自動車産業をはじめとした
工場建設のほか，大規模コー
ルセンターやバックオフィスが
進出するなど，仙台市は，東
北経済の中心として一層の注
目を浴びています。

■トヨタ自動車東日本

（大衡村，2012年7月発足）

■東京エレクトロン

（仙台市，2013年，東北大学
内に国際産学連携集積エレ
クトロニクス研究開発センター
を建設し、寄贈・開設予定）

■アマゾンジャパン

（仙台市，2012年2月カスタ
マーサービスセンター開設）

人口：平成22年総務省統計局国勢調査（人口速報集計），GDP：内閣府経済社会総合研究所県民経済計算（平成21年度），年間商
品販売額：経済産業省経済産業政策局平成19年商業統計調査，製造品出荷額等：経済産業省経済産業政策局平成22年工業統計
調査，事業所数・従業者数：総務省統計局平成21年経済センサス基礎調査
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●一般会計予算の推移（単位；億円）
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平成24年度一般会計予算①
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平成２４年度一般会計予算②

※一般会計歳出； 震災の影響により歳出は大きく増加

・人件費・扶助費・公債費（義務的経費）は前年度並み
・投資的経費は防災集団移転促進，被災宅地復旧・再建など震災復旧・復興関連事業費などに
より大幅に増加

・物件費や補助費等，貸付金など（その他）も，被災住宅応急修理，災害廃棄物処理，津波被災
地域支援，災害援護資金貸付金など，被災者支援の事業費を計上したことにより大幅に増加

※一般会計歳入；震災の影響などにより歳入環境は大きく変化
・固定資産税や市民税が減少するなど，市税収入は大幅に減少したものの，震災復興特別交付税
による補てん措置もあり，市税と地方交付税の合計額は増加

・災害援護資金貸付金のための市債や臨時財政対策債が増加したため市債発行額増加（前年度
に比べて364億円増加) 

・市債のうち，東日本大震災に関連する災害復旧債約９６億円は震災復興特別交付税に振り変わ
る予定

・国の財政支援等による国庫支出金や県支出金，繰入金など（その他）も大幅に増加

平成２４年度予算は，震災復興計画推進関連事業に重点的に予算措置しました。

※一般会計歳出予算５，７８７億円のうち、１，３８２億円が震災関連事業
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図１　歳入の見通し（単位：億円）
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図２　歳出の見通し（単位：億円）
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今後の財政状況の見通し（普通会計ベース）

5,578

5,221

5,526

■歳入の見通し
市税収入は平成27年度までに震災前の水準まで回復する見込みです。一方，災害関連事業の進捗に連動して，

国の支出金や地方交付税は減少していく見込みです。
■歳出の見通し

投資的経費は，防災集団移転事業等に多額の事業費が見込まれ，事業進捗等と連動して27年度以降は減少する
見通しです。

扶助費は社会福祉事業対象者の増大等に伴い着実に増加する見通しです。
（２４年８月試算）
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今後の収支見通し(普通会計ベース）
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平成２５年度から２７年度までの３年間の収支差は約９３４億円の見込みです。

収支不足に対応する財源対策（基金の取崩し等）の余力が縮小する見込みであり，財政運営は厳しい

見通しですが，復興事業を着実に進めながら，通常の事業についてはこれまで以上に創意工夫を凝らし，

施策の効率性や実効性を向上させる取り組みを歳入歳出全般にわたって徹底 していきます。

（２４年８月試算）
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仙台市震災復興計画①

平成23年度～平成27年度（5年間）

長期的視点により取り組むべき課題（被災者の心のケア，防災教育など）

基本構想（目指すべき仙台の都市像を示す）

復興の基本理念

●過去の延長にとらわれることなく，柔軟な発想に基づく諸課題への対応

●１００万市民一人ひとりの経験や知恵を結集した復興

⇒しなやかでより強靭な都市の構築

計画の目的

東日本大震災からの復旧・復興に向けて取り組むべき施策の体系化，計画的推進により，
一日も早い復興を達成する。

計画期間

計画の位置づけ

基本計画（都市像の実現を目指す１０年間の計画） 震災復興計画

（平成２３年１１月３０日仙台市議会議決）
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仙台市震災復興計画②

「１００万人の復興プロジェクト」
※復旧を先導し，復興を牽引する１０のプロジェクト

1 「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト
津波により甚大な被害を受けた東部地域の再生に向けた減災対策等を行うとともに，安全な住まいを確保

●県道かさ上げなどによる「津波減災」
●避難のための施設の確保
●安全な住まいの確保

2 「安全な住まいの土台をつくる」市街地宅地再建プロジェクト
地滑りや擁壁崩壊などの甚大な被害が発生した市街地の丘陵地区等の宅地について，宅地復旧関連事業
等による復旧を推進。国の支援制度の対象とならない宅地については，早期再建を促進するため，復旧
費用の一部助成など本市独自の支援制度を創設
●安全な暮らしに向けた宅地再建
●将来に向けた安全・安心な宅地の確保
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仙台市震災復興計画③

4 「力強く農業を再生する」農と食の
フロンティアプロジェクト
営農再開や農業経営の見直し，市場競
争力のある作物への転換，６次産業化促
進等の取り組みを支援
●農と食のフロンティアの構築
●農地の復旧と再生
●農業者の経営基盤強化支援
●都市近郊農業の展開
●6次産業化の促進

5 「美しい海辺を復元する」海辺の交流再生プロジェクト
海岸防災林の整備による美しい海浜景観を再生するととも
に，蒲生干潟や井土浦等の東部海岸を，市民が自然と再び触
れ合うことができる「交流ゾーン」として再生
●海岸防災林・蒲生干潟等の再生
●スポーツ・レクリエーション施設の再整備
●海岸を訪れる市民の安全確保

3 「一人ひとりの暮らしを支える」生活

復興プロジェクト
被災された方の暮らしの復興に向け，
雇用・就労等の経済基盤確立や恒久的な
住まいの確保など，総合的な生活再建支
援。また，安心して生活再建に取り組む
ための心と身体の健康の確保に向け，き
め細かな支援
●自立に向けた多様な支援
●誰もが安心できるきめ細かなケア
●情報提供の充実
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仙台市震災復興計画④

6 「教訓を未来に生かす」防災・仙台モデル構築プロジェクト
震災の教訓を生かした「防災・仙台モデル」の構築を目指し，避難所の見直しや「地域防災リーダー」

の育成、学校での新たな防災教育等
●避難所の運営や機能の見直し
●「防災人（ぼうさいじん）」づくり
●地域を越えた絆づくり
●防災に関する知の集積と発信

7 「持続的なエネルギー供給を可能にする」省エネ・新エネプロジェクト
エネルギー効率が良く安心して暮らせる街づくりと，多様なエネルギー源の確保を目指す次世代
エネルギーの拠点づくりを推進
●エコモデルタウン
●次世代エネルギー研究・開発拠点づくり
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仙台市震災復興計画⑤

10 「震災の記憶を後世に伝える」震災メモリアルプロジェクト
震災の記録等を後世へ継承する施設の整備や，復興事業への民間のノウハウ等を導入する仕組みづくり

●震災の記録の集積と活用
●メモリアル施設の整備
●絆と協働による復興の仕組みづくり

9 「都市の魅力と復興の姿を発信する」交流促進プロジェクト
国際会議誘致等により仙台･東北の復興を発信するとともに，交流人口の回復を牽引

●「国連防災世界会議」等の国際会議やコンベンションの誘致
●大型観光キャンペーン等の推進
●都市の魅力や活力を高める施設等の誘致

8 「都市活力や暮らしの質を高める」仙台経済発展プロジェクト
地域企業の取引拡大や雇用の創出

●地域経済の復興とさらなる活性化
●復興特区などを活用した震災に関連する新産業の創出
●都市型産業の誘致と雇用拡大
●復興関連需要の域内への還元
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国による財政支援の状況①

１．東日本大震災復興交付金（平成２３年度 国３次補正）

著しい被害を受けた地域の速やかな復興のために，被災した地方公共団体が自らの
復興プランの下に進める地域づくりを財政面で支援することを目的に創設されたもの

（仙台市の状況）
①第１回交付可能額通知（H24.03.02） １１事業 ４０７億円
②第２回交付可能額通知（H24.05.25） １６事業 ３７３億円（県の間接補助事業を含む。）
③第３回交付可能額通知（H24.08.24） ２事業 １４億円

※主な事業
・災害公営住宅整備事業 ・造成宅地滑動崩落緊急対策事業 ・防災集団移転事業
・東部復興道路（塩釜亘理線）整備事業 ・被災者雇用創出事業 など

２．「取崩し型復興基金」（平成２３年度 国2次補正）

被災団体が地域の実情に応じて，住民生活の安定やコミュニティの再生，地域経済
の振興・雇用維持等について，単年度予算の枠に縛られずに弾力的かつきめ細やか
に対処できる資金として，復興基金が創設されたもの

（仙台市の状況）
５８億円配分

※この交付金等を財源に「震災復興基金」を設置
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国による財政支援の状況②

３．震災復興特別交付税（平成２３年度 国３次補正）

被災地の復旧・復興に向けた国庫補助事業などの地方負担分を実質ゼロとする
ことや，税や使用料・手数料の減収分を補てんすることを目的として創設されたもの

（仙台市の状況）
４９５億円の交付（平成２３年度）

※主な交付税算定項目
（１）直轄・補助事業に係る地方負担額；（主な内訳）・公共土木施設 ・災害廃棄物処理
（２）単独災害復旧事業；（主な内訳）・道路 ・河川 ・農林漁業施設
（３）地方税等の減収額
（４）中長期職員派遣，職員採用
（５）原発事故関係（除染，風評被害対策等）

これらの財政支援により，復旧・復興事業に係る本市負担は大きく軽減されています。
引き続き国による復興支援の充実強化を強く求めていくとともに，国・県の財源の効果的な

活用や民間等の支援・協働による事業展開などにより，本市負担を極力抑制しながら，早期
復興に向け復興計画事業を最優先で推進します。
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1,792 1,810 1,752 1,725 1,585

249 253 230 246
889

408 458 596 555

675

1,434
1,561 1,547

2,751

1,721

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

市税 交付税 市債 その他

【２３年度歳入決算の概要】

① 歳入合計は，震災関連事業に
係る国庫補助金や特別地方交
付税が増加したことなどにより，
対前年度比＋44.9％（約1,827
億円増）となりました。

② 市税は，震災の影響による固定
資産税や個人市民税の減など
により，対前年度比△8.1％（約
140億円減）となりました。

③ 地方交付税は，震災復興特別
交付税等の増により，対前年
度比＋261.3％（約643億円増）
となりました。

④ 市債は，災害援護資金貸付事
業のための借入や臨時財政対
策債の増加等により，対前年度
比＋21.6％（約120億円増）とな
りました。

（億円）

5,900

3,883
4,082

構成比

46.6%

11.4%

15.1%

26.9%

4,299

一般会計歳入≪決算≫の推移

4,073
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660 660 656 663 658

532 560 611
776 838

632 627 624
583 602

522 511 477 368

890

1,502
1,697

1,909
1,571

2,725

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他
【23年度歳出決算の概要】

① 歳出合計は，震災に係る基金
の設置，災害関連事業費の増
により，対前年度比＋44.3％
（約1,752億円増）となりました。

② 人件費，扶助費及び公債費
を合計した義務的経費は，
対前年度比＋3.8％（約76億
円増）となりました。

③ このうち，扶助費は，災害弔意
金や子ども手当・児童手当支給
の増などにより，対前年度比＋
8.0％（約62億円増）と引き続き
高い増加率となりました。

④ 投資的経費は，災害復旧事業
の増により，対前年+142.1％
（約522億円増）と なりました。

（億円）

構成比

47.7%

15.6%

10.5%

14.7%

11.5%

4,277

3,9613,848
4,055

一般会計歳出≪決算≫の推移

5,713
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安定した財政運営の指標の一つである実質収支が黒字の決算を続けています。
※実質収支＝歳入総額－歳出総額－翌年度へ繰り越すべき財源

3,941

4,182

4,034
3,958 3,937

4,110

4,348

4,108

5,912

4,038

5,722

3,994

4,323

4,076

3,8973,9033,9553,966

4,118

3,851

383

586
664

787

1,247 1,229

356 357

552

403

3,000

4,000

5,000

6,000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

-1,300

-1,100

-900

-700

-500

-300

-100

100

300

500

700

900

1,100

1,300

歳入総額 歳出総額 実質収支 （百万円）（億円）

実質収支の状況（普通会計決算）
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232

106
131

-49

35

51

194

239

85

33

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

200

250

300

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

（億円）

プライマリーバランスの状況（普通会計決算）

平成１２年度以降黒字を維持しておりましたが，平成２３年度決算では，震災関連事

業費の増加等により赤字に転じました。
※プライマリーバランス＝（歳入－市債発行額）－（歳出－公債費）
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いずれの会計も，実質収支は均衡又は黒字となっています。

（単位：百万円）

歳入総額
A

歳出総額
B

差　引
C(A-B)

翌 年 度
繰越財源

D

実質収支
C-D

7,165 6,446 719 198 521

98,049 96,284 1,765 0 1,765

3,359 3,064 295 295 0

1,505 1,505 0 0 0

329 329 0 0 0

104,746 104,746 0 0 0

272 108 164 0 164

688 657 31 31 0

55,979 53,271 2,708 0 2,708

7,457 7,448 9 0 9

279,549 273,858 5,691 524 5,167

会 計 名 会 計 の 概 要

都 市 改 造 市施行土地区画整理事業等の実施

国 民 健 康 保 険 国民健康保険事業の運営

中 央 卸 売 市 場 中央卸売市場の整備・管理運営

公 共 用 地 先行 取得 公共用地の先行取得

駐 車 場 市営駐車場の管理運営

公 債 管 理 公債償還の管理

母子寡婦福祉資金貸付 母子世帯等への福祉資金の貸付

新 墓 園 いずみ墓園の整備・管理運営

介 護 保 険 介護保険事業の運営

特 別 会 計 合 計

後 期 高 齢 者 医 療 後期高齢者医療事業の運営

平成２３年度特別会計決算の概要
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震災の影響による使用料等の収入減，災害復旧工事費等の増加による支出増の結果，公営企

業全体で約６４億円の赤字となりました。

下水道事業 自動車運送事業 高速鉄道事業 水 道 事 業 ガ ス 事 業 病 院 事 業 合 計

収 入 A 31,842 10,511 15,511 26,368 36,555 12,074 132,861

支 出 B 37,305 10,615 12,387 25,442 39,775 12,081 137,605

差 引 C=A-B △ 5,463 △ 104 3,124 926 △ 3,220 △ 7 △ 4,744

△ 5,640 △ 127 2,478 703 △ 3,813 △ 8 △ 6,407

△ 4,045 △ 5,406 △ 101,727 △ 750 △ 27,449 △ 3,687 △ 143,064

収 入 D 21,621 723 36,503 2,455 5,976 9,897 77,175

前･翌年度支出
の財源充当額

E 470 0 0 0 0 0 470

支 出 F 33,605 942 47,576 10,859 14,305 10,166 117,453

差 引 G=D-E-F △ 12,454 △ 219 △ 11,073 △ 8,404 △ 8,329 △ 269 △ 40,748

H 20,113 243 8,488 12,100 7,363 3,020 51,327

I 0 0 0 0 0 0 0

J 191 5 76 0 2,441 0 2,713

K=G+H+I+J 7,850 29 △ 2,509 3,696 1,475 2,751 13,292

（単位：百万円）

区 分

収
益
的
収
支

当 年 度 純 損 益 ( 税 抜 )

未 処 理 剰 余 金 （ △ 欠 損 ）

資
本
的
収
支

補 て ん 財 源

資 本 費 負 担 緩 和 債

当年度末資金剰余額

災害復旧事業債
(営業費用充当分）

平成2３年度企業会計決算の概要
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6,727
7,040 7,266 7,333 7,379 7,342 7,299 7,357 7,473 7,704

5,983 6,024 6,082 6,002 5,910
5,740

5,587 5,492
5,320 5,273

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

（億円）

２３年度末残高 ７，７０４億円
3.2%

3.2% 0.9% 0.6% △0.5% △0.6% 0.8%

対前年度伸び率

通常債ベース残高 ５，２７３億円

1.6%

一般会計市債残高の状況

4.7%

3.1%

市債発行額の着実な抑制の成果として，平成１７年度末から７年連続で市債（通常債※）残高が

減少しています。平成２３年度決算では，震災復興関連事業費が増大している状況においても，通

常債残高を縮減できました。

※地方交付税の不足分を補うために発行する臨時財政対策債等を除いた市債のことです。
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421,154

891,423897,662

803,619

401,251

757,243

393,895

1,079,384

882,797

550,207552,040

314,362

610,856

792,263

335,826

476,714

720,797

783,941

361,276

608,385

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

仙　台 札　幌 さいたま 千　葉 横　浜 川　崎 相模原 新　潟 静　岡 浜　松 名古屋 京　都 大　阪 堺 神　戸 岡　山 広　島 北九州 福　岡 熊本

市民一人当たり市債現在高
（円） （平成23年度末現在，速報値）

市民一人当たり市債残高（普通会計）
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450
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265 278
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0%
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14%

16%

18%

元金 利子等
償還積立金 歳出総額に占める公債費の割合

○23年度は，対前年度＋
3.3%（約19億円増）となっ
ています。

※16年度から，借換債を特
別会計で計上しております。

○満期一括償還に備えるた
めの基金積立を行っており
ます。

○行財政改革プラン2010に
沿った公債費の抑制を依
然継続しております。

（億円）

公債費割合

１０．６％

629634
595592

624

770

659
627

一般会計公債費の推移

585 604
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250 260

460 460 460
400 400
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市場公募債 銀行等引受債 政府資金等

○23年度は，震災関連の
市債発行などにより対前
年度比＋8.3％（約73億
円増）となりました。

○今後も市場公募債の発
行額は，一定額の確保
に努めていきます。

778

663

（億円）

資金の
構成比

812

672

900872

617

1,043

38.9%

10.7%

50.4%

市債発行の状況（一般会計＋特別会計）

880

953
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健全化判断比率・資金不足比率

実質赤字比率
一般会計等（一般会計，公共用地先行取得事業特別会計等：ほぼ

普通会計に相当）の実質収支額の合計が赤字となった場合，標準
財政規模（標準的な一般財源の規模）に対する赤字額の割合

連結実質赤字比率
一般会計，特別会計の実質収支額，地方公営企業会計の資金過

不足額の合計が赤字となった場合，標準財政規模に対する赤字額
の割合

実質公債費比率

標準財政規模に対する「公債費，企業債元利償還金充当の一般会

計繰出金などの合計額」の割合（公債費等へ充当される特定財源，
地方交付税で措置される部分を除く）

将来負担比率

標準財政規模に対する「市債残高，一般会計繰出金の充当が見込

まれる企業債残高，土地開発公社の負債，３セク等への損失補償
債務に係る負担見込額などの合計額」の割合（公債費等に充当が
見込まれる特定財源，地方交付税措置が見込まれる部分を除く）

資金不足比率

公営企業ごとの資金不足額の事業規模（事業収入）に対する比率

5都市8事業

で資金不足
が発生

142.5％

11.8％

１都市で

赤字

赤字なし

政令指定

都市平均

（速報値）

－経営健全
化基準

20％

資金不足が発
生している公営
企業会計なし

公営企業
における
資金不足
比率

－400％147.8％将来負担
比率

35％25％11.6％実質公債
費比率

35％16.25％赤字なし連結実質
赤字比率

20％11.25％赤字なし実質赤字
比率

財政

再生

基準

早期

健全化

基準

仙台市
（23年度決算）

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により，健全化判断比率及び資金不足比率を監査委員の審
査に付して議会へ報告のうえ公表するとともに，健全化判断比率等が一定の基準を超えた場合は，財政健全化
計画，財政再生計画を策定することなどが義務付けられています。

仙台市は，全比率において早期健全化基準等を下回り，「健全段階」となっております。

※早期健全化基準，経営健全化基準及び財政再生基準は仙台市の適用基準。
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経常収支比率は，市税や地方交付税のよ

うに毎年度経常的に入る収入に占める人件

費や公債費その他の経常的経費に充てら

れた割合を示す指標です。

この値が高いほど，臨時の財政需要に充

てる財源が少ないことを表しており，財政構

造が弾力的でないとされています。

震災に伴う課税免除等による市税減収分

として手当てされた特別交付税を一般財源

として再算定した場合の経常収支比率は，

94.5％です。

財政力指数・経常収支比率・実質公債費比率

0.835
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0.861
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0.88
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仙台市 政令市
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94.7 94.494.5

91%

93%
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99%
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103%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

仙台市 政令市

財政力指数は，地方公共団体の財政力を

示す指数で，基準財政収入額を基準財政需

要額で除して得た数値の過去3年間の平均

値です。

財政力指数が高いほど，普通交付税算定

上の留保財源が大きいことになり，財源に余

裕があるといえます。

本市は，前年度と比べ0.006ポイント減少し

ました。

財政力指数 経常収支比率

11.6

12.7

12.2

13.6

11.9

11.8

13.3

13.4

12.7

12.3

10%

10.5%

11%

11.5%

12%

12.5%

13%

13.5%

14%

14.5%

15%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

仙台市 政令市

実質公債費比率は，公債費及び公営企業

債元利償還金充当の一般会計繰出金などの

合計額が標準財政規模に占める割合の過去3

年間の平均値です。

平成24年度より地方債の発行については一

部届出制が開始されましたが，この値が16％

（24年度は14％）以上の地方公共団体は，届

出による起債ができません。

本市は，前年度と比べ0.3ポイント減少しま

した。

実質公債費比率
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平成2４年度市場公募地方債発行計画

平成24年度の市場公募地方債の発行額は，共同発行（10年債）で360億円，仙台市個別銘柄に

よる発行（5年債）で150億円の合計510億円を予定しております。

（単位：億円）

銘柄 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

共同発行
（10年）

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 360

個別発行
（５年）

150 150

合計 30 30 30 30 30 30 30 30 30 180 30 30 510

年限 発行額 表面金利 発行価格 年限 発行額 表面金利 発行価格 年限 発行額 表面金利 発行価格

1月 5年 150億 0.60% 99.98円 5年 150億 0.54% 99.98円 5年 150億 0.36% 99.95円

平成23年度

発行月

平成21年度 平成22年度

仙台市個別銘柄による発行状況
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基 金 名 残 高 基　金　の　概　要

財 政 調 整 基 金 254 財源の過不足等を調整するための基金

市 債 管 理 基 金 734 市債の償還の財源を計画的に確保するための基金

高 速 鉄 道 建 設 基 金 522 高速鉄道の建設，運営及び関連事業に必要な資金を積み立てるための基金

百 年 の 杜 づ く り 推 進 基 金 30 市街地や周辺地域での緑の保全及び創出に関する施策の推進のための基金

環 境 保 全 基 金 71 地域に根ざした環境保全活動を展開するための基金

福 祉 基 金 15 福祉事業の推進を図るための基金

文 化 振 興 基 金 19 文化施設の整備及び文化活動の推進のための基金

仙 台 城 史 跡 整 備 基 金 7 仙台城の史跡の保存及び活用を推進するための基金

土 地 開 発 基 金 178 公共用地などをあらかじめ取得するための基金

国民健康保険事業財政調整基金 2 国民健康保険事業の財政調整のための基金

介 護 保 険 事 業 財 政 調 整 基 金 11 介護保険事業の財政調整のための基金

介 護 保 険 事 業 臨 時 基 金 0 介護保険事業の円滑な運営を図るための基金

震 災 復 興 基 金 173
東日本大震災からの復興に関する事業の推進を図るための市の独自基金
（H23.12.16創設）

東日本大震災復興交付金基金 407
復興特区法に規定する復興交付金事業等に必要な資金を積み立てるための基金
（H24.3.2創設）

合 計 2,423

【平成23年度末残高】

各種基金の状況

（単位：億円）
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地下鉄東西線建設事業へ備えて着
実な積立を行っています

将来の市債償還に備えて着実な積立を行っています

主な基金残高の推移
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財政調整基金残高 市債管理基金残高 その他特定目的基金残高

1,552

537

95

296

1,514

493

267

387

278

復興関係基金の設置により「その
他特定目的基金残高」が大幅に増
加しました。（580億）
また，高速鉄道建設基金に５２２億
円を積んでいます。

（億円）
（平成23年度末現在，速報値）

378

301281
356351

基金残高の他都市比較（普通会計）

288

381

173

394

190 161
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地下鉄東西線事業について

地下鉄東西線の整備により，現在１日約15万人の市民に利用されている地下鉄南北線や，ＪＲ線とともに安全性

や定時性等に優れた環境にやさしい交通ネットワークができます。交通渋滞の緩和はもちろん，市民の行動範囲が
広がることで，新たな交流が生まれ，都市文化やビジネスの育成・地域の活性化なども大きく期待されます。

荒井車両基地（6.2ha）車庫

13駅駅

施
設

自動列車制御装置（ATC)信号保安設備

3箇所（青葉山・新寺・卸町）変電所

開削工法，シールド工法，NATM工法工法

約2,298億円（159億円/km）建設費

建
設

平成27年度開業予定

14.4km建設キロ

13.9km営業キロ

（起点）動物公園～（終点）荒井建設区間

路
線

リニアモーター駆動車両車両

計 画 概 要項 目

【【工事の進捗状況工事の進捗状況】】

荒井駅工区

【【駅舎駅舎のイメージのイメージ】】

国際センター駅 31
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さらにその内訳をみると・・・

【事業収支計画】
※平成24年9月に建設事業
費，需要予測の見直しを
行いました。
損益収支
単年度黒字化 １０年目
累計黒字化 ２４年目
資金収支
単年度黒字化 ９年目
累計黒字化 １２年目
国の補助金

東西線では国庫補助金

として519億円が交付され

ます。さらに仙台市の一般

会計が負担する出資金・

補助金1,495億円を全額

市債で借入れますが，そ

の返済時には，国から673
億円の地方交付税を見込

んでいます。

企業債

東西線建設費の一部

741億円は，仙台市交通

局が企業債を発行して調

達し，開業後に運賃収入な

どで返済していきます。

地下鉄東西線事業の財政的裏づけ

元金

467

億円
元金

571

億円

利息

206

億円
利息

251

億円

国から交付される額

（地方交付税）

673億円

仙台市の

実質負担額

822億円

総 額

１,495億円

仙台市が負担する分です

これに利息分４５７億円を加えた

１，４９５億円が返済の総額です

国からの

補助金です

事業者(交通局)が負担します

開業後の運賃収入で賄われます

建設事業費 2,298億円

国 519億円 仙台市 1,038億円 交通事業者 741億円

仙台市の毎年の返済負担は、最大で約55億円、実質負担はその半分程度です。

返済にはこれまで積み立ててきた高速鉄道建設基金を活用していきます。
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仙台市が１／２以上出資する団体は，平成２３年度決算時点で株式会社，財団法人等合わ
せて２２団体となっています。（※平成２４年度当初では２１団体）

これらについては，予算・決算状況の公表などの情報の公開に努めているほか，健全経営
を継続することなどを目的に，「外郭団体の指導・調整等に関する指針」を定め，定期的な経
営状況の調査や必要な指導などを行うとともに，「経営評価シート」を公表しています。

また，公認会計士等外部の専門家で構成する「外郭団体経営検討委員会」において，決算
に基づき，経営状況の評価を行っています。

仙台市の外郭団体は，事業の弾力的，効率的運営を図るため，市民利用施設の管理運営
や種々の公益事業を行っていますが，さらに効率的な事業展開を進めるため，①外郭団体
の統廃合等，②事業運営の見直し，③組織の活性化，④情報公開の推進に取り組み，管理
運営の適正化を図っていきます。

【これまでの主な統廃合実績】
H２４ （公財）仙台ひと・まち交流財団と（財）勤労者福祉協会の統合
Ｈ２３ （株）仙台交通と（財）交通事業振興公社の統合
Ｈ２１ （財）勤労者職業福祉センターの廃止
Ｈ１６ （財）市民文化事業団と（財）歴史文化事業団の統合
Ｈ１３ （財）在宅福祉サービス公社と（財）健康福祉事業団の統合

外郭団体の状況
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外 郭 団 体 出資
比率

正味財産
増減額
又は

純損益
(千円）

市補助
金額

（千円）

損失補償に
係る

債務残高
(千円）

外 郭 団 体 出資
比率

正味財産
増減額
又は

純損益
(千円）

市補助
金額

（千円）

損失補償に
係る

債務残高
(千円）

仙台市土地開発公社 100.0% △ 8,642 54,536 0 （株）仙台市環境整備公社 50.0% △ 8,135 0 0

（公財）仙台ひと・まち交流財団 100.0% 42,742 74,078 0 （公財）仙台市産業振興事業団 100.0% △ 37,911 278,208 0

（公財）せんだい男女共同参画財団 100.0% △ 1,232 28,029 0 （公財）瑞鳳殿 66.8% △ 18,807 0 0

（財）仙台国際交流協会 100.0% 583 91,840 0 （財）仙台湾漁業振興基金 50.0% 3,806 0 0

（公財）仙台市スポーツ振興事業団 100.0% 9,613 134,373 0 （財）仙台市農業園芸振興協会 100.0% 168 51,322 0

（公財）仙台市市民文化事業団 100.0% 31,737 410,368 0 （財）仙台市建設公社 50.0% 9,218 8,009 2,361,124

（公財）仙台フィルハーモニー管弦楽団 83.2% 37,111 311,088 0 （公財）仙台市公園緑地協会 50.0% 3,642 16,245 0

（財）仙台市障害者福祉協会 65.7% 21,595 1,871 0 仙台交通（株） 100.0% 1,260 0 0

（財）仙台市健康福祉事業団 100.0% △ 12,006 192,264 0 仙台ガスサービス（株） 100.0% 19,519 0 0

（公財）仙台市医療センター 60.0% 459,031 692,398 0 仙台ガスエンジニアリング（株） 100.0% 143,288 0 0

（財）仙台市救急医療事業団 100% 0 0 0 計 696,580 2,344,629 2,361,124

外郭団体の平成23年度決算状況
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◎保有土地 ◎５年以上保有土地（代替地を含む）

資産区分 面積（㎡） 簿価（千円）

道路用地 106 133,197 面積（㎡） 簿価（千円） 面積（㎡） 簿価（千円）

学校用地 25,869 3,575,653 5年以上10年未満 3,357 274,036 3,466 423,597

公園用地 122 224,535 10年以上 88,057 8,283,257 135,707 16,414,193

その他公共施設用地 27,458 3,139,707 合計 91,414 8,557,293 139,173 16,837,790

代替地 39,216 1,656,466

合計 92,771 8,729,558

平成23年度末 平成22年度末
資産区分

保有資産の状況（平成２３年度末）

土地開発公社の状況

72.6 69 .5 65 .9
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着実に縮減

公社保有地の推移
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貸借対照表・行政コスト計算書（新地方公会計制度に基づく財務諸表①）

1,226

3,203

18,471

13,931

747

8,222

0

10,000

20,000

資産 負債・純資産
137

1,631

1,129

663

402

342

324

1,386

416
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152

3,408

0
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3,000
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（性質別） （目的別）

仙台市では，「総務省方式改訂モデル」により，普通会計にかかる４種の財務諸表を次のとおり作成し
ています。

貸借対照表（普通会計）

年度末における，市が保有する資産の構成や保有額と，そ
れを形成するために調達した財源・負債の内容を明らかにす
るものです。

行政コスト計算書（普通会計）

一会計期間における，資産形成を伴わない行政活動に要した費用（経常行政
コスト）と，行政サービスの直接の対価として得られた収入（経常収益）を明らか
にするものです。

移転支出的なコスト

物にかかるコスト

人にかかるコスト 生活インフラ等

教育

福祉

環境衛生

総務
その他のコスト

その他

純経常行政コスト

経常収益

3,560億円 3,560億円 3,560億円

公共資産

2兆2,900億円 2兆2,900億円

投資等

流動資産

固定負債

純資産

流動負債

（億円）
（億円）

「経常行政コスト」と「経常収益」の差引
である「純経常行政コスト」は3,408億

円となり，これは，地方税，地方交付
税，国庫補助金等で賄っています。

内訳は「使用料・手数
料」が109億円，「分担

金・負担金・寄附金」が
43億円。

このうち，道路や公園など
の「生活インフラ等」が1兆
1,135億円と，60.3％を占

めています。

これまでの世代が既に負担し，今
後返済の必要がない純資産で，こ
のうち公共資産の整備に充てた一
般財源等が1兆3,745億円と資産
総額の60.0％を占めています。

経常行政コスト
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純資産変動計算書（新地方公会計制度に基づく財務諸表②）

（単位：億円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 13,240 2,314 13,382 △ 2,516 60

純経常行政コスト △ 3,408 △ 3,408

一般財源
地方税 1,588 1,588
地方交付税 889 889
その他行政コスト充当財源 445 445

補助金等受入 1,753 40 1,713

臨時損益
災害復旧事業費 △ 620 △ 620
投資損失 △ 3 △ 3
損失補償等引当金繰入等 80 80

科目振替
公共資産整備への財源投入 80 △ 80
貸付金・出資金等への財源投入 508 △ 508
貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 323 323
減価償却による財源増 △ 70 △ 367 437
地方債償還に伴う財源振替 458 △ 458

資産評価替えによる変動額 △ 33 △ 33

その他 6 △ 6

期末純資産残高 13,931 2,284 13,744 △ 2,124 27

純資産変動計算書（普通会計）は，一会計期間における，補助金や一般財源といった純資産の増減につ
いて，その種類や要因を明らかにするものです。

期末純資産残高は，691億円増。
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資金収支計算書（新地方公会計制度に基づく財務諸表③）

（単位：億円）

地方税 1,585 人件費 658

地方交付税 889 物件費 607

国県補助金等 1,160 社会保障給付 841

使用料・手数料 96 補助金等 158

分担金・負担金・寄附金 45 支払利息 121

諸収入 130 373

地方債発行額 241

基金取崩額 13 その他支出 705

その他収入 255

収入合計 4,414 支出合計 3,463

経常的収支額 951

歳計現金残高
当年度歳計現金増減額 76
期首歳計現金残高 114
期末歳計現金残高 190

他会計等への事務費
等充当財源繰出支出

（単位：億円）

国県補助金等 55 公共資産整備支出 249

地方債発行額 255 59

基金取崩額 9

その他収入 3 201

収入合計 322 支出合計 509

公共資産整備収支額 △ 187

公共資産整備補助金
等支出

他会計等への建設費
充当財源繰出支出

（単位：億円）

国県補助金等 538 投資及び出資金 0

貸付金回収額 254 貸付金 404

基金取崩額 36 基金積立額 763

地方債発行額 193 1

公共資産等売却収入 14

その他収入 33 82

地方債償還額 507

収入合計 1,068 支出合計 1,757

投資・財務的収支額 △ 689

定額運用基金への繰
出支出

他会計等への公債費
充当財源繰出支出

資金収支計算書（普通会計）は，一会計期間の現金の流れを示し，どのような活動に資金を必要とし，そ
れをどのように賄ったかを明らかにするものです。

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の資金不足
の合計額876億円は，経常的収支の部の資金余剰額951億円
で補てんしています。
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仙台市では，平成7年以来，行財政改革計画を策定し，歳出削減や歳入確保など，効率的な行財政運営

に取り組み，一定の効果をあげてきました。

現在は，平成22年に策定した「行財政改革プラン2010」（平成22年度～27年度当初）に基づき，次の3つを

柱として，行財政改革に取り組んでいます。

平成24年度当初までに，計画に掲げる101の実施項目のうち，84項目について完了または現在取組みを

進めております。主な実施内容は，次のとおりであり，累積効果額は約29億円となっております。

今後，東日本大震災からの復旧・復興を進めていくためにも，引き続き行財政運営の一層の効率化と適正

化を進めていきます。

仙台市の行財政改革～行財政改革プラン2010

■持続可能な財政基盤の確立と効率的・効果的な行政経営

■市民とともに進める行政経営

■市役所の自己変革

３つの改革の柱と平成24年度当初までの主な実施内容

・ 地域手当の支給割合を減じるなど人件費削減の実施
・ 市有地等市有財産の売却処分と有効活用の推進
・ 市バス東仙台営業所の委託拡大など公営企業経営改革の実施

・ NPOや地域団体，企業などと実施する仮設住宅安心見守り協働事業など市民協働による事業・施策の展開

・ 区役所・総合支所に地域連携担当職員を配置するなど区役所のまちづくり拠点機能の強化

・ 人材育成の基本方針となる「仙台市人材育成基本方針」の改訂

・ 複数の組織横断型プロジェクト・チームによる政策立案
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【本資料に関するお問合せ先】

仙台市財政局財政課資金係

〒980-8671
仙台市青葉区国分町三丁目7番1号
TEL 022-214-8112
FAX 022-262-6709
E-mail zai003010@city.sendai.jp

http://www.city.sendai.jp/

仙台市紋章 伊達家の紋章「三ツ引両（竪引両）」から考案され、仙台市の「仙」の字を図案化しています。


